
（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中

平成

20 4 1

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
料金業務の包括的業務委託。料金
業務に係る人員の減による人件費
の削減に繋がった。

検針から徴収に至るまでの全て

実施予定

平成

●  
24 10 1施設管理の

共同化
管理の一体化

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済 ●
経営統合

施設の
共同設置・利用

平成17（2005）年5月の市町合併による
旧西山町への給水区域拡張事業に伴
い、刈羽村内を通過して配水管を布設
することとなり、刈羽村から編入要請が
あったもの。柏崎市には給水人口増に
よる料金の増収、負担金収入によるメ
リット、刈羽村には事務負担の軽減等

のメリットがあった。
実施予定  

検討中

年 月 日 

● ●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法人
への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

柏崎市 水道事業 ― ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中

平成

20 4 1

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
料金業務の包括的業務委託。料金
業務に係る人員の減により人件費の
削減に繋がった。

検針から徴収に至るまでの全て

実施予定

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法人
への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

柏崎市 下水道事業 公共下水道 ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中

平成

20 4 1

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
料金業務の包括的業務委託。料金
業務に係る人員の減により人件費の
削減に繋がった。

検針から徴収に至るまでの全て

実施予定

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法人
への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

柏崎市 下水道事業 特定環境保全公共下水道 ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中

平成

20 4 1

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
料金業務の包括的業務委託。料金
業務に係る人員の減により人件費の
削減に繋がった。

検針から徴収に至るまでの全て

実施予定

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法人
への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

柏崎市 下水道事業 農業集落排水施設 ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中

平成

●  30 4 1

取組事項 民営化・民間譲渡

実施済 ●
民間譲渡による売払収入に加え、人
員減による人件費の削減が図られ
た。

全部民営化・
全部民間譲渡

一部民営化・
一部民間譲渡

実施予定

④民営化・民間譲渡による廃止
 ⑤広域化による廃止
 ⑥その他

検討中

 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日

実施予定
 ③事業目的の完了（造成地等の売却等の

   完了）による廃止

●

平成

●  
30 4 1

 ①診療所化・介護施設化

取組事項 事業廃止

実施済 ●

譲渡益による増収、人員減による人
件費の削減に繋がった。

全部廃止 一部廃止

● ●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法人
への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

柏崎市 ガス事業 ― ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

⑥その他

検討中

日

実施予定
 ③事業目的の完了（造成地等の売却等の

   完了）による廃止

 ④民営化・民間譲渡による廃止
 ⑤広域化による廃止

●

 ①診療所化・介護施設化

 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月

全部廃止 一部廃止 令和

●  
3 3 31

取組事項 事業廃止

実施済 ●
給水事業者が1者であり、給水収益で費
用が賄えないことから、毎年度一般会計
から約800万円の繰入れを受けていた。
過去にも協議を重ねていたが、R1.7月給
水事業者に事業廃止計画案を提案。数回
の協議の末、R2.3.30事業廃止の合意書
締結。事業廃止により、施設の更新費用
の皆減及び一般会計の負担解消が図ら
れた。また、給水事業者に対しては、上水
道に切り替えたことにより料金負担が増
えるため、15年間の激変緩和措置を講じ
て徐々に水道料金に移行することとした。

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法人
への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

柏崎市 工業用水道事業 ― ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


